
平成２８年度定期報告制度集計結果 

産業技術環境局 
リサイクル推進課 



１．定期報告制度の概要 

 
＜定期報告制度報告対象＞ 
 報告すべき年度の前年度において用いた容器包装（プラスチック製容器包装、紙製容器包装、段ボール製容器包装、
その他の容器包装の合計）の量が50トン以上である以下の小売事業者。 
 
 各種商品小売業  
 織物・衣服・身の回り品小売業  
 飲食料品小売業  
 自動車部分品・附属品小売業  
 家具・じゅう器・機械器具小売業  
 
＜報告事項＞ 

 スーパーやコンビニエンスストアなどの小売業者は、容器包装リサイクル法に基づく指定容器包装利用事業者
として、平成19年４月１日より、レジ袋等の容器包装の使用削減の取り組みを行うべきこととされている。 

 容器包装多量利用事業者に対しては、同法に基づき、容器包装を用いた量及び容器包装の使用の合理化に
より容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するために取り組んだ措置の実施の状況に関し、毎年度、主務大臣
に報告（以下「定期報告」）することが義務づけられている（平成19年度以後の年度に係る容器包装の量及び
措置の実施の状況について適用）。 

 医薬品・化粧品小売業  
 書籍・文房具小売業  
 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業  
 たばこ・喫煙具専門小売業 
 

■容器包装を用いた量【定期報告様式第１表】 
■当該容器包装を用いた量と密接な関係を持つ値 
  【第２表】 
■容器包装の使用原単位【第３表】 
■素材毎の容器包装の使用原単位の算出方法の設
定に係る説明、及び容器包装の使用原単位の設定
方法を変更した理由【第４表】 
 

■過去５年度間の容器包装の使用原単位の変化状況 
  【第５表】 
■過去５年間で容器包装の使用原単位が改善できなかっ 
  た場合、又は容器包装の使用原単位が前年度に比べ 
  改善できなかった場合、その理由【第６表】 
■判断の基準となるべき事項に基づき実施した取組 
  【第７表】 
■その他の容器包装の使用の合理化のために実施した取 
  組【第８表】 １ 



２． 【提出全事業者】 定期報告提出事業者の業種 

集計対象者数の業種別内訳 

（説明） 平成28年度提出事業者（計764事業者）の集計結果。 

（出所） 定期報告制度 
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（説明） 各年度の提出事業者の値を集計。 
使用量は、容器包装を用いた合計使用量であるため、容器包装別の使用量を合計した数値とは誤差が生じている（事業者
毎の容器舗装別の合算値≒合計少量であるため（四捨五入等の影響））。 
寄与度分解：前年度実績比及び平成27年度実績の対平成19年度実績比の寄与度分解 

（出所） 定期報告制度 

３．【提出全事業者】容器包装を用いた量の推移_業種別 

業種別容器包装を用いた量の推移 容器包装を用いた量の推移（寄与度分解） 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

N 740 706 671 721 654 733 708 718 763 

総量 
（トン） 437,774 386,482 347,319 358,545 334,129 371,356 387,634 356,488 397,878 
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４．【提出全事業者】容器包装を用いた量の推移_素材別 

素材別容器包装を用いた量の推移 容器包装を用いた量の推移（寄与度分解） 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

N 740 706 671 721 654 733 708 718 763 

総量 
（トン） 437,826 386,514 347,413 358,578 334,171 371,206 387,816 356,406 397,959 

（説明） 各年度の提出事業者の値を集計 
使用量は、容器包装別の使用量であるため、容器包装を用いた合計使用量とは誤差が生じている（事業者毎の容器舗装
別の合算値≒合計少量であるため（四捨五入等の影響））。 
寄与度分解：前年度実績比及び平成27年度実績の対平成19年度実績比の寄与度分解 

（出所） 定期報告制度 
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５． 【連続提出事業者】定期報告提出事業者の業種 

集計対象者数の業種別内訳 

（説明） ９年継続提出事業者で継続比較が可能な事業者（計387事業者）の集計結果。 

（出所） 定期報告制度 

N=387 
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（説明） ９年継続提出事業者で継続比較が可能な事業者（計387事業者）の集計結果。 
使用量は、容器包装を用いた合計使用量であるため、容器包装別の使用量を合計した数値とは誤差が生じている（事業者毎の容器舗装別
の合算値≒合計少量であるため（四捨五入等の影響））。 
寄与度分解：前年度実績比及び平成27年度実績の対平成19年度実績比の寄与度分解 

（出所） 定期報告制度 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

総量 
（トン） 278,614 265,843 229,350 231,205 235,685 240,707 246,778 229,351 234,749 

６． 【連続提出事業者】容器包装を用いた量の推移_業種別 

業種別容器包装を用いた量の推移 容器包装を用いた量の推移（寄与度分解） 
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７．【連続提出事業者】容器包装を用いた量の推移_素材別 

素材別容器包装を用いた量の推移 容器包装を用いた量の推移（寄与度分解） 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

総量 
（トン） 278,485 265,805 229,323 231,188 235,678 240,646 246,698 229,269  234,871 

（説明） ９年継続提出事業者で継続比較が可能な事業者（計387事業者）の集計結果。 
使用量は、容器包装別の使用量であるため、容器包装を用いた合計使用量とは誤差が生じている（事業者毎の容器舗装
別の合算値≒合計少量であるため（四捨五入等の影響））。 
寄与度分解：前年度実績比及び平成27年度実績の対平成19年度実績比の寄与度分解 

（出所） 定期報告制度 
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８． 【連続提出事業者】密接指標の設定状況 

容器包装を用いた量と密接な関係をもつ値の構成 

（説明） ９年継続提出事業者で継続比較が可能な事業者（計387事業者）の集計結果。 

（出所） 定期報告制度 

N=387 
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９．原単位の推移_素材別・密接指標別 

素材別原単位の推移 
（密接指標：売上高） 

素材別原単位の推移 
（密接指標：顧客数） 

（説明） 容器包装の素材別に平成19年度の実績値を100として指数化 

（出所） 定期報告制度 
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１０．事業者別の原単位の評価、密接な値：売上高 

（説明） 横軸：売上高、縦軸：容器包装を用いた量（何れも対数表記）。密接な値に売上高を用いている202社をプロット。 
平成19年度実績から平成27年度実績まで年率±1％未満の事業者を横ばいとした。 

（出所） 定期報告制度 
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１１．事業者別の原単位の評価、密接な値：顧客数 

（説明） 横軸：顧客数、縦軸：容器包装を用いた量（何れも対数表記）。密接な値に顧客数を用いている130社をプロット。 
平成19年度実績から平成27年度実績まで年率±1％未満の事業者を横ばいとした。 

（出所） 定期報告制度 
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１２．排出抑制への取組みと原単位の関係 

（出所） 定期報告制度 
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１３．地方公共団体との連携事例 

（説明） 平成28年度提出の定期報告の「（第7表）判断の基準となるべき事項に基づき実施した取組」及び「（第8表）その他の合理化
実施取組」において、何らか地方自治体との取組を行っている事業者（217事業者）を集計したもの。事業者による自治体との
取り組みは複数あり、また事業者の自治体との取り組みは複数自治体との取り組みがあるが、事業者数を集計している。 

（出所） 定期報告制度 

●条例への取組（３事業者） 
• レジ袋有料化等の取組の推進に関する条例 
• レジ袋の大幅な削減に向けた取組の推進に関する条例 等 

●キャンペーンへの参加（６０事業者） 
• 都道府県や市町村が計画したマイバック持参キャンペーン、

マイボトル利用促進キャンペーンに参加 
• レジ袋削減のステッカーやのぼりの掲出 等 

●協定の締結（６２事業者） 
• 自治体・消費者団体とレジ袋削減のための協定を締結 
• 協定を締結し、レジ袋の無料配布中止（有料化）を開始 
• 協定に基づき、自治体へ３ヶ月毎にレジ袋使用量を報告 等 

●広報活動での協力（２４事業者） 
• 市広報等で事業者のレジ袋削減への取組を紹介 
• 自治体のHPでレジ袋無料配布中止店舗を紹介 
• 都道府県、市町村主催の環境フェアで事業者の環境活動を

ＰＲ 等 

●地域の協議会等への参加（８９事業者） 
• ３Ｒ推進協議会に参加市、行政・消費者と意見交換を行う 
• レジ袋削減推進連絡協議会に参加し、削減に取り組む 
• 容器包装廃棄物削減推進協議会に参加し協定を締結 
• 市、小売業、消費者団体によるごみ削減連絡協議会への参

加 等 

●その他（制度、寄付、報告等）（５５事業者） 
• エコショップ認定制度への参加 
• マイバッグ・マイ箸運動推進協力店認定制度への参加 
• レジ袋の収益金やエコバックの販売金の一部を、地域に活用

するため行政へ寄付 
• 自治体への定期的なレジ袋辞退率の報告 等 
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